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4 月 6 日に、第 7 回の委員会（通算 13

回目）が開かれました。 

 
 自由討議  
 
 今国会における日本国憲法改正国民投票制度に
ついての各会派の議論を踏まえての自由討議を行
いました。  
 
◎自由討議における各委員の発言の概要（発言順） 
●各会派一巡目の発言の概要  
安 井 潤一郎君（自民） 
・現行憲法の下で日本人の生命・安全が守られてきた

ことは評価できるが、その一方で拡大解釈により、

現状と憲法とが乖離していることは憂慮すべきで

ある。 
・国民投票法の各論点について、(a)投票権年齢は選挙
権年齢と同一にすべきである、(b)過度のマスコミ規
制を行うべきではないが、インターネットの扱いに

は配慮すべきである、(c)投票方式は個別方式とすべ
きである、(d)投票用紙への記載方法は、賛成・反対
のみとすべきである、(e)「過半数」の意味は有効投
票総数の過半数とすべきである、(f)最低投票率制度
は設けるべきではない。 
・民意を問うための国民投票法が整備されないことに

は、主権在民原則から疑問があり、本委員会で法律

案として審議する時期に来ている。 
 
岩 國 哲 人君（民主） 
・世論調査によれば、約 6割の人が憲法改正の必要性
を感じており、戦争体験者が意思を表明できる間に、

国民投票法を早急に制定して、国民投票を実施すべ

きである。 
・現行憲法の文言を変えないとしても、国民に国民投

票の機会を与え、自分達で憲法を制定したという意

識を持てるようにするべきである。 
・愛国心を議論するのであれば、憲法を愛する心も論

じるべきである。 
 
石 井 啓 一君（公明） 
・国際的に見れば、ほとんどの国が 18 歳以上の者に
選挙権を認めていることから、投票権年齢を 18 歳
以上とし、併せて、選挙権年齢や成人年齢等も 18
歳以上にすべきである。 

 
・少子高齢化の進展に伴い、有権者の構成は高齢者が

増加し若年者が減少することとなる。そうであるな

ら、少子高齢化社会を担う若年者の声を政治に反映

させることが必要である。 
・若年者の投票率が低いことを理由として選挙権年齢

等の引下げ等に反対する意見があるが、むしろ、選

挙権年齢等の引下げが、政治的関心を高めることに

なるのではないか。 
・選挙権年齢等の議論は、それぞれの党利党略を離れ

て行うべきである。 
 
笠 井   亮君（共産） 
・国民投票法の整備が国民主権の具体化であるという

意見があるが、最近の立川市や葛飾区でのビラ配布

事件にみられるように、表現の自由等が制限されて

いる実態を放置しておきながら国民主権の具体化

と言っても、説得力がない。 
・護憲を唱えながら国民投票法制定に反対することは

矛盾しているという意見がある。しかし、現在の改

憲の意見は、国民ではなく政党から出てきたもので

あって、また、自民党の新憲法草案は、平和原則等

の点から時代を逆戻りさせる内容を持つものであ

る。そのような内容を持つ改憲の条件作りである国

民投票法案に反対することは憲法擁護の立場から

当然である。 
・国連中心主義ならば、集団的自衛権の行使を認める

ために改憲が必要であるとの意見がある。しかし、

国連憲章 51 条に定める集団的自衛権は、紛争の平
和的解決を定める同憲章において例外的なもので

あり、また、集団的自衛権を口実として侵略が行わ

れた実態を踏まえると、改憲により集団的自衛権を

認めるべきではなく、平和的手段で国連等の活動に

参加すべきである。 
 
辻 元 清 美君（社民） 
・海外では、我が国は法治国家ではなく超法規的措置

を採ってきたと評価されているとの主張があるが、

そのような状況を作ってきたのは歴代の自民党政

権である。自らがそのような状況を作り出しておき

ながら、これを解消するために憲法を改正するとい

うのは、本末転倒である。 
・そのような矛盾した憲法論議が混在している状況に

おいては、健全な議論など望むべくもなく、憲法改

正のための国民投票制度を急いで構築する必要は
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ない。慎重な議論こそが求められている。 
滝     実君（国民） 
・過去を清算しない状況のまま国民投票法制を整備す

ることは認められないという意見も理解できるが、

解釈のみにより憲法体制を変更していくことを解

消しなければならない。 
・憲法施行後 60 年が経過し、現在の憲法を維持する
かそれとも改正するかについての双方の意見を聞

く必要がある。その意味において、国民投票制度を

早急に作る必要がある。 
・国民投票の争訟制度について、一つ一つの不服申立

てが、国民投票の結果の大勢に影響を及ぼすことに

はならないことから、不服申立てに関する規定を細

かく置く必要はないが、どの程度の申立てがあった

ときに手続に入るのか、判断の手がかりとなる規定

程度は設けておいた方がよいのではないか。 
 
●各会派一巡後の発言の概要  
渡 海 紀三朗君（自民） 
・今すぐに国民投票法を制定する必要はないとの意見

は理解できない。憲法の在り方は最終的に国民が決

めるものであり、その手段である国民投票法を制定

するのは、立法府の責任である。 
・国民投票法は慎重に議論すべきとの意見は傾聴に値

するが、そのための論点整理は既に大詰めの段階に

ある。早期にその作業を終えて、今国会で成立させ

るべきである。 
・最低投票率制度を設けるべきである。ボイコット運

動は、賛成派・反対派双方が国民投票運動を行うこ

とで回避できるし、そもそも、ボイコットされるよ

うな改正案が発議されることに問題がある。 
 
柴 山 昌 彦君（自民） 
・違憲状態である実態こそ、憲法の理想に合わせるべ

きとの意見があるが、では、憲法を度々改正してい

る他の先進国は、その憲法に理想を定めていないの

かと反論したい。また、憲法改正は主権行使の発露

でもある。 
・憲法改正の時期はともかく、改正自体に賛成する世

論が多いことは確かである。 
・投票用紙への記載方法について、白票は反対票とす

べきである。投票所において積極的に棄権する自由

を奪うとの批判があるが、投票用紙を個別論点ごと

に分けたり、複数の投票期日を設けることで解決で

きる。 
・投票の効力に対する無効訴訟については、執行停止

制度を設ける必要はないが、無効判決の将来効（当

該判決の効力が過去に遡及しない。）を含め、十分

に議論すべきである。 
 
愛 知 和 男君（自民） 

・絶対に憲法を変えずに、解釈で対応すればよいとい

う意見は、世界あるいは世の中の変化に対応してい

くことが政治であるという政治家としての自覚を

欠いているのではないか。 
・憲法を変えたくないという一部の意見が必ずしも国

民全体の意見ではない。最近の世論調査においても

6割の人が憲法改正を望んでいる。 
 
高 市 早 苗君（自民） 
・国民投票法が存在しないことは、国民自らの主体的

判断をする権利を奪うものであって、国民主権の理

念に反するものである。 
・調査会の議論において、現在の憲法が米国に押し付

けられたとの議論が必ずしも多数の意見ではな

かったが、国民が自ら憲法を作っていくことは当然

の権利である。 
・現実に合わなくなった憲法に縛られ、解釈によって

のみ対応しようとすれば法の安定性を損なうこと

になる。 
・9 条にこだわりすぎることによって、憲法上の細か
い文言修正についての国民の憲法を改正する権利

まで奪うことは望ましくない。 
 
平 岡 秀 夫君（民主） 
・95条に定める地方自治特別法に係る住民投票は、昭
和 26 年に用いられたのを最後に全く発動されてお
らず、この制度が空洞化している懸念があり、本委

員会において調査を行うべきである。 
・地方自治特別法に係る住民投票制度は、直接民主主

義的性格を有し、憲法改正国民投票と類似の制度で

ある。したがって、両制度は、投票権年齢や運動規

制、過半数の意義等、整合性をとって定める必要が

ある。憲法改正国民投票の議論と併せて、この住民

投票制度の見直しも行うべきである。 
 
岩 國 哲 人君（民主） 
＜辻元委員の発言に関連して＞ 
・「法治国家」に関する議論があったが、日本は、憲

法に反対するのか賛成するのかという国民主権に

とって最も大事な問題を 60 年間放置してきた「放
置国家」である。 
＜発言＞ 
・現行憲法には、国民が賛成も反対も意思を表明する

機会が与えられていない。誇りを持てる憲法を国民

自らが制定する必要があり、そのための国民投票法

を早急に制定すべきである。 
 
石 破   茂君（自民） 
・世論調査の結果が必ずしも正確とは考えないが、読

売新聞の世論調査によると憲法改正手続の整備に

賛成している者が多数を占めている。各党も、きち

んと世論調査を実施すべきではないか。 
・憲法と現実との乖離を憲法を改正することにより解

消すべきである。 
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＜岩國委員の発言に関連して＞ 
・戦争体験者が意思を表明できる間に、一刻も早く、

政治家がリーダーシップをとって、国民に対して憲

法を改正するための問題点を提示すべきである。 
＜笠井委員の発言に関連して＞ 
・96 条が規定する憲法改正の国民投票を制定しなく
てもよいとの考えは、国民主権とどのように両立す

るものなのかご教示願いたい。 
・笠井委員の集団的自衛権を口実として侵略が行われ

た実態を踏まえると改憲により集団的自衛権を認

めるべきではないとの意見には、反対である。 
 
園 田 康 博君（民主） 
・投票権年齢について、国民主権の原理から国民自身

が幅広く意見を言う機会を持つべきとの観点から、

公職選挙法などの他の法制度との整合性を考慮し

つつ、政治的判断で 20 歳からの引下げを検討すべ
きである。 
・メディア規制のうち、スポット CMについては、一
度、規制なしで実施してみてはどうか。 

 
 梨 康 弘君（自民） 
・我が国の法体系では年齢に関する規定が各法律によ

りそれぞれ異なっており、投票権年齢を 18 歳に引
き下げるという主張にしても、実はその「18」に根
拠はない。実務上はとりあえず 20歳からとしても、
各法律における年齢の整合性について国会の責任

で検討すべきである。 
・投票人名簿調製に係る「3 箇月要件」については、
憲法改正案の発議から投票日までは一定の期間が

あるので、3 か月以内に二度転居する場合も最初の
住所地で投票できるような制度を工夫すべきであ

る。 
 
早 川 忠 孝君（自民） 
・真に国民が自らの憲法を獲得するためには、公職選

挙法の規定を準用するのでなく、意見表明の自由及

び政治活動の自由を尊重した上で、国民投票法にお

いて規定を設けるべきである。 
・マスコミに対する規制については、電波法、放送法

等の一般的な規定及び虚偽報道の禁止のみあれば

足りる。 
・教育者及び公務員の地位利用による国民投票運動に

ついても、個別の法律で考えるべきであり、憲法改

正国民投票法に規定する必要はない。 
・憲法の改正手続のためには、憲法改正案の発議のた

めの法律及び国民投票手続のための法律の 2種類の
法律を定める必要がある。 

 
辻 元 清 美君（社民） 
・憲法改正案の発議には、両議院の総議員の 3分の 2
以上の賛成が必要であり、過半数を占めた多数によ

る専制を防ぐための規定と解すべきである。 

・「現実に合わせるための憲法改正」、「政権側がその

原因となった政策を策定した」といった議論はあま

り健全ではない。お互いのビジョンに基づきどのよ

うな憲法の規定が必要か考える必要がある。 
・自民党新憲法草案の 9条の 2において自衛軍に係る
細かな事項は法律によって定めるとされており、現

時点において詳細がわからない。9 条が改正され、
さらに法律次第という二重の意味で歯止めが外れ

るおそれがある。 
 
棚 橋 泰 文君（自民） 
・憲法改正は慎重に考えるべきものであるが、憲法改

正国民投票制度は、憲法自体に定める改正手続に基

づくものであり、「今改正する必要がない」及び「改

正をもくろんでいるから」といった議論は説得力を

持たない。 
 
中 野 正 志君（自民） 
・平成 18 年 4 月 4 日付の読売新聞の世論調査では、
憲法改正の手続法の整備について、賛成が 69％、反
対が 7％であった。このような世論調査の結果等を
踏まえ、国民投票法制について成果を出すべき時期

に来ていると言える。 
 
林     潤君（自民） 
・国民投票法案は、長期間の議論を踏まえ収れんの時

期に来ていると言えるが、あくまで憲法改正の手続

法であり、憲法改正の中身の議論とは区別して論じ

るべきである。 
・国民投票の投票権者の範囲は、憲法の最高法規性に

かんがみ、国政選挙の選挙権者と一致させるべきで

ある。投票権者を 18 歳以上の者とすることについ
ては、公職選挙法における年齢引下げの議論とセッ

トにして考えるべきであり、その際、学齢を基準と

することも検討すべきである。 
・国民投票は、特定の個人を選出する国政選挙よりも

公共性が高いため、その運動は、原則自由とすべき

である。 
・国民の信託に応えるためにも会派を超えて論点をま

とめ、憲法改正の手続法を整備すべきである。 
 
笠 井   亮君（共産） 
・96条の定める憲法改定手続は、現行の憲法について
国民の賛否を問う制度ではない。 
・憲法施行後 60 年間を経ても国民投票制度が整備さ
れてこなかったのは、国会の怠慢ではなく、憲法を

守る立場を多くの人が支持してきたからである。国

民投票制度を整備することが 9条改憲につながると
して、自治庁案が取り下げられた歴史的経過を踏ま

えるべきである。 
・国民主権原理の具体化にとって、今、必要なのは、

国民投票制度の整備ではなく、既存の法体系の中で

国民の主権行使を制限しているものを見直すこと
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である。 
＜柴山委員の発言に関連して＞ 
・諸外国は、それぞれの歴史的経験を背景に国民の選

択として改憲を行っているのであり、安易に真似る

ことを考えるべきではない。 
＜石破委員の発言に関連して＞ 
・世論調査は、調査方法等によって大きく結果が異な

るため、慎重に見るべきである。 
 
越 智 隆 雄君（自民） 
・憲法は国民自らが定めるものであり、文言を変えな

いとしても、一度、国民投票に付すことがその正当

性のために必要である。 
・国民投票法は手続法であり、改正内容とは別に、中

立的に制度設計をしっかりやることが必要である。 
・投票の方式を個別方式にするか一括方式にするかに

ついては、投票の方式が改正内容を縛るようなこと

にならないよう一括方式の余地も残さなければな

らない。 
・投票の方式をどちらにするかは、国会の発議に委ね

るべきである。 
・一括方式が必要な論拠として、国会の発議の際に国

民の世論は集約されるはずであること、国民投票制

度が将来にわたって使われていくことにかんがみ

ると、さまざまな改正内容に対応できるようにして

おくべきであること等が挙げられる。 
 
逢 坂 誠 二君（民主） 
・憲法改正の内容とは別に、中立的に国民投票の手続

法を制定すべきである。 
・議論が進めば進むほど憲法改正が既定路線となるよ

うな風潮は問題である。一方で、全く関心を持たな

い人が相当数いることも問題であり、どのように関

心を喚起するか考えなければならない。これなくし

て国民投票法を制定しても、国民投票の結果の正当

性が担保されない。 
 
斉 藤 鉄 夫君（公明） 
・投票用紙への賛否の記載方法について、反対の場合

のみ×を記入するという意見が党内の議論で出さ

れたので、紹介しておきたい。 
・先週、辻元委員が憲法の硬性にかんがみ、ぎりぎり

のところまで改正すべきでないという趣旨の発言

をされたが、憲法の硬性とぎりぎりまで改正すべき

でないということは別の次元の問題ではないか。法

体系の整合性を保ちつつ、国民の意思として憲法改

正を行うことは重要である。 
 
 
 
 
 
 
 

今 後 の 開 会 予 定 

日付  開会  
時刻  会 議 の 内 容  

4.13 
(木 ) 

午前  
9:00 

日本国憲法改正国民投票制度及び
日本国憲法に関する件 
(日本国憲法改正国民投票制度と
メディアとの関係)  

 
 

意 見 窓 口 「憲 法 の ひ ろ ば｣ 

 日本国憲法に関する調査特別委員会では、日本国憲

法改正国民投票制度及び日本国憲法に関して広く国

民の意見を聴くため、意見窓口『憲法のひろば』を設

けています。 
 
 衆議院憲法調査会発足時（平成 12 年 2 月）よ
り寄せられた意見の総数及びその内訳  
・受  付  意  見  総  数：２８０５件（4/7 現在） 
・媒  体  別  内  訳  
葉 書  1456 封 書  544 
ＦＡＸ  475 E-mail 330 

・分  野  別  内  訳  
前 文  234 天 皇  117 
戦 争 放 棄  1643 権利・義務  89 
国 会  47 内 閣  46 
司 法  24 財 政  20 
地 方 自 治  17 改 正 規 定  28 
最 高 法 規  15 そ の 他  1362 
※複数の分野にわたる意見もございますので、分

野別内訳の総数は、受付総数とは一致しません。 
 
 
 
 
 

 このニュースは、衆議院日本国憲法に関する調
査特別委員会における議論の概要等を、簡潔かつ
迅速にお知らせするために、事務局の責任におい
て要約・編集し、原則として、開会の翌日に発行
しているものです。 
 正確かつ詳細な議論の内容については、会議
録をご参照ください。  

【意見窓口『憲法のひろば』の宛先】  
FAX 03－3581－5875 
E-mail kenpou@shugiinjk.go.jp 
郵 便 〒100-8960 東京都千代田区永田町1-7-1
衆議院日本国憲法に関する調査特別委員会  
「憲法のひろば」係  
 いずれのご意見も、住所、氏名、年齢、職業、

電話番号を明記して下さい。  


